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立に取り上げる Personnel  Management（人事管理、以下 P M と表記）
のアプローチではなく、企業経営全体の観点からそれとそれ以外の要因





争 優 位 の 源 泉 と し て 捉 え 直 す よ う な ア プ ロ ー チ で あ る と こ ろ の 、
Stra tegic  Human  R esource  Management（戦略的人的資源管理、以下








 次に、各章の要旨を述べる前に、第 1 部と第 2 部の概要を紹介してお
きたい。  
第 1 部では、本論文全体の課題を考察するために、一先ず中国という
コンテクストから離れて、 HRM あるいは SHRM の理論的内容、 SHRM
の依拠理論としてのリソース・ベースト・ビュー (Resource -Based  View、
以下 RBV と表記 )、または企業文化、経営戦略、人的資源管理の間の関
係がいかなる点にあるかを理論的に確認しようとした。この問題は第 1








が検討され、第 1 部の締めくくりとされます。第 4 章は、第 6 章、第 7
章、第 8 章での検討の理論的前提を提供するものでもある。  
 第 2 部では、以上の考察を前提として、今度は中国というコンテクス
トにおける実践としての HRM・ SHR M という問題を、企業文化あるい
は企業倫理という要因に焦点をあわせて考察した。第 5 章では、中国と
いうコンテクストにおいて HR M 過程における企業文化の位置づけに関
する先行研究に依拠して、中国企業において HR M を実践する上での理
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論的課題を考察した。第 6 章では中国における企業文化に関する RBV
に依拠していない先行研究をサーベイした。第 7 章では個々の中国企業
の組織文化に影響を与える要因として伝統文化（つまり国民文化）の本
質とされる儒教倫理について検討した。第 8 章においては、 HRM の戦
略的意義を、中国企業における倫理的行動の確立に対する HRM と企業
文化の関係の観点から検討した。  
 次に、各章の要旨を述べる。  












第 2 章においては、先ず RBV に依拠していない先行研究における企
業文化の定義、企業文化の役割を確認した。そして、第 2 章においては、

















の関係において HR M はどのように位置づけられるかということを追究


















続・修正・形成に経営管理機能の一つとしての HR M はどのような役割
を果たしうるかを考察している。つまり、バーニーは、組織文化が競争
優位の源泉となるためにはそれが貴重（ valuable）、希少（ rare）、模倣















第 4 章では組織文化と国民文化の関係に焦点を合わせている。第 1 章







(na t ional  cu l ture )に焦点を合わせる別系統のものがある。ヘールト・ホ
フステードに代表されるこの系統の研究においては、個々の企業の経営




化すべきであるか、それとも進出先の国々 (hos t  countr ies )の国民文化に























合には、換言すれば国民文化内部の可変性 ( in t ra -cu l tura l  var iab i l i ty )
が大きく国民文化が「弱い」 ( l oose )文化という属性をもつ場合には、国
あるいは国民文化の組織文化への影響は小さくなり、逆に国民文化内部
の可変性が小さく国民文化が強い ( t igh t )文化という属性をもつ場合は、
国あるいは国民文化の組織文化への影響は大きくなるとする仮説を提出
した。  
以上、第 1 章から第 4 章までにおいては、HRM と SHRM の関係、SHRM
における組織文化の位置づけ、組織文化の制約要因としての国民文化と
その影響の程度についての理論的研究の成果を、検討してきた。この検
討の結果は、本論文の第 2 部における中国での SHRM の実践的な研究を
おこなう上での理論的前提として位置づけられる。  
すでに述べたように、本研究は中国企業における SHRM の実効性と




みることが必要となろう。第 2 部の最初に配置された第 5 章は、そのよ
うな二重の課題を追究している。従って、第 5 章は、第 1 部と第 2 部の
間の橋渡しをする役割を担う章であるといえる。  









の示唆した仮説、つまり SHRM プロセスにおいて文化は HR・ HRM と
業績との間を取り次ぐ媒介項としてではなく、 HR・ HRM のあり方を規
定し業績に影響を及ぼす前提条件として機能するという関係を、かなり
実証したのではないかと考える。  



















































































くの中国企業が企業倫理の確立という点で問題を抱えている 。  














研究の意義は 2 つある。1 つは、資源ベース・アプローチの SHRM のフ
レームワークの中で、はじめて HRM と組織文化の関係と、組織文化に
対して HRM が及ぼしうる影響力の限界を明示的に示し、 SHRM 研究の
前進のためのわずかではあるが理論的貢献をすることができたことであ
る。いま一つは、第 1 章から第 3 章までにおいて展開した資源ベース・

































































章は、本論文の第 1部と第 2部との間の橋渡しとしての役割を担う章であるといえる。 
 第 6章では、中国企業における HRMと組織文化の関係をより実践的に捉えていくため
の前提作業として、RBVに依拠していない中国における組織文化に関する先行研究をサー
ベイしている。これらの研究の中で筆者は、現代中国の企業文化の源泉として伝統的国民
文化である儒教倫理の意義を重視する張洛霞、竇道徳、王秋華に注目する。そして筆者は、
儒教倫理と関係が深いとともに、HRM・経営戦略・組織文化・トップ経営者の役割にまた
がる問題領域であるがゆえに、SHRMのフレームワークに従って中国企業における HRM
をより実践的に考察するための一つの研究課題として、企業倫理を設定する。 
 第 7章では、H．L．リアン＝L．H．ユーによる実証研究に依拠しながら、儒教倫理が
まず国民文化との関連で取り上げられ、儒教倫理に対する忠実度は文化的根源を共有する
中国、台湾、香港において異なるとともに、道、徳、仁、忠、恕、孝、礼、信、義といっ
た儒教的価値の内、道徳性の最も高い基準としての「徳」は、地域、年齢等のコンテクス
トにかかわらず依然として強い影響力を保持していることが指摘される。 
 第 8章では、国民文化としての儒教倫理が影響力を保持している点に、企業倫理の確立
という課題に取り組む上での中国の経営者にとっての有利な拠り所を見出すとともに、儒
教倫理は組織文化として定着しない限り企業倫理として実現しないことを、中国企業の今
後の課題として筆者はまず指摘する。さらに、第 4章で言及されたガーハートの所説に基
づき、中国では個人の文化的価値の多様性の程度が相対的に小さく、国民文化が「強い文
化」という性質を帯びているがゆえに、組織文化が国民文化の強い影響力の下に形成され
る可能性が高いことを指摘するとともに、それが競争優位の源泉として形成されるために
は HRMの介在が不可欠であることを主張する。このような認識は、組織文化と国民文化
をも視野に入れた資源ベース・アプローチの SHRMのフレームワークを前提としてはじ
めてもたらされるものであるがゆえに、これをもって本論文全体の結論としている。 
 終章では、各章の内容と本論文全体の結論が改めて簡潔に述べられるとともに、残され
た今後の研究課題が示されている。 
 本論文は、HRMと組織文化という極めて明確な研究対象を、重要な先行研究を丹念に
精読しそのエッセンスを筆者の問題意識に従って整序するという筆者の研究目的に照らし
て極めて適切な研究方法に基づき考察したものである。その叙述は、序章、第 1部、第 2
部、終章という起承転結を意識しためりはりの利いた構成がとられていることにより、一
貫性と体系性を保ちながら説得的に展開されているといえる。本論文の斬新性は以下の 3
点にある。第 1は、資源ベース・アプローチの SHRMのフレームワークの中で、HRMと
組織文化との関係およびHRMが組織文化に及ぼしうる影響力の限界を初めて明確に示し
た点である。第 2は、資源ベース・アプローチの SHRMのフレームワークの中に、国民
文化を構成要因として初めて組み入れるとともに、その中で国民文化と組織文化との間の
関係を初めて検討した点である。第 3は、SHRMに関する実践的問題として企業倫理を取
り上げ、これを国民文化、組織文化、HRM、経営戦略の観点から初めて総合的に考察した
点である。これらの点によって、本論文は従来の研究における未踏査の領域に足を踏み入
れ、SHRM研究の射程を拡張する理論的貢献を達成しているといえる。 
 もちろん、本論文においても、十分に考え抜かれていない点がいくつか残されている。
例えば、本論文で示された筆者によるいくつかの主張は、先行研究において提示された仮
説を演繹的に組み合わせた作業の結果に過ぎず、実証的調査の裏付けをほとんど欠いてい
ること、組織文化の経営戦略的意義が HRMの具体的内容に即してほとんど展開されてい
ないこと等である。しかしながら、これらの問題点は、むしろ今後筆者がさらに研究を深
めていく上での課題とすべきことであって、本論文の価値を減ずるものではない。 
 よって本論文は、研究者として自立し優れた研究を行う筆者の能力を示していると判断
し、博士（商学）の学位を授与するに値するものと判定した。 
